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(仮称) HOKA7太陽光発電事業計画段階配慮書に対する意見書 

 
 北海道釧路市(音別町)において、交流出力49900kW程度、直流出力65000kW程度を予定す

る太陽電池発電所が計画されている。本計画の土台となる (仮称) HOKA7太陽光発電事業計

画段階配慮書(以下、配慮書)を見ると、日本生態学会北海道地区会として、生態学的見地か

ら看過できない点が多数認められる。事業実施想定区域(以降、計画区域)は、白糠町に位置

する馬主来沼(パシクルトウ)に近接する約330 haという広大な面積に12万枚の太陽電池(ソ

ーラーパネル)を設置する計画となっている。再生可能エネルギーは、自然との調和の上で

成り立たねば意味がない。二酸化炭素の吸収源として機能し、生物多様性醸成の場である森

林や湿地を切り開いての発電事業計画は、カーボンニュートラルおよびネイチャーポジテ

ィブの観点から矛盾している。さらに、自然度の高い地域での開発計画は、2021年のG7サミ

ットで約束された30by30目標(2030年までに保護地域を30%まで拡大して保全する目標)と照

らし合わせても、その理念から大きく逸脱したものといわざるを得ない。本地域は、生物多

様性の観点から重要湿地として登録されている馬主来沼の上流にあたり、景観として一体

をなす地域である。流路等により連結された複数の生態系からなる景観構造を考慮するな

らば、馬主来沼に多大な影響を与えることは疑いなく、本計画に基づいた事業が行われた場

合、復元不可能なまでの改変に繋がる危険性が濃厚である。 

 本事業計画は、建設工事段階のみならずその後の発電事業段階においても、自然環境への

深刻な影響を及ぼすことは疑いなく、環境への配慮についても科学的根拠に乏しい結論が

述べられており、これらの点が払拭されない限り、現在計画されている事業の中止を含め再

考するよう、下記の通り要望する。 

 
記 

 
計画区域を含めた景観単位としての生態学的貴重性と重要性 

 計画区域は、生物多様性保全上の重要度が極めて高く、太陽光発電所建設地として不適切

である。特に、馬主来沼(湿原)は計画区域外に位置するが、計画区域改変の影響を大きく受



ける。湿原は、本地域の上流から河口周辺にかけて発達する森林、湿原、草原、干潟、海洋

などの生態系間では、物質の流れや野生生物の移動により連結されており、一つの連続的な

生態系(エコトーン)として機能している。即ち、この地域の生物多様性を維持するには、多

様な生態系を包含した一つの景観単位としての広域保全が必要である。これらの生態系の

いずれに対しての改変行為も周辺の生態系に影響し合うものであり、本計画についてはよ

り広域での環境影響を評価せねばならない。特に、湿原や湖沼などの陸水生態系は、水質や

水量の変化に鋭敏であり、上流に位置する森林や湿原の改変は、下流にあたる馬主来沼へ流

入する水環境の変化をもたらすことが十分に予測される。 

 
1. 馬主来沼および周辺地域の意義と貴重性 

 馬主来沼および周辺域は、まとまりのある景観単位として、多様かつ特徴ある生態系が発

達している。湿原生態系全般に言えることだが、これらの複数の生態系は、水を介して相互

に依存しながら構成されている(Mitsch et al. 2023)。 

 馬主来沼は、環境省指定の「生物多様性の観点から重要度の高い湿地」、北海道の「すぐ

れた自然地域」に指定されている。馬主来沼は、音別八景の一つでもある。さらに、計画区

域の大半は、防霧保安林に指定されている。一方、2023年に釧路市で策定された「自然と共

生する太陽光発電施設の設置に関するガイドライン」(2023年)において、津波災害警戒区域

および保安林に相当し、「設置するのに適当でないエリア」に該当する。 

 予定地周辺も広く防霧保安林に指定されており、森林の伐採はその防霧機能を損なうも

のである。馬主来沼の上流域にはヨシが優占する湿地となっており、ヨシによる生物的浄化

作用により馬主来沼へ流入する河川の水質が維持されている可能性が高い(細井ら 1995, 

保光ら 2007)。これら周辺植生の改変は、重要湿地である馬主来沼の環境に強い影響を及ぼ

すと予測される。 

 植生から見れば、計画予定地を含めた馬主来沼および周辺には、ハンノキ群集(自然度9)、

ヨシクラス植生(10)、ハンノキ-ヤチダモ群集(9)、と高い自然度の植生が大規模に発達して

いる。エゾイタヤ-ミズナラ群集(9)、トドマツ-ミズナラ群集(9)も見られる。谷地坊主を形成

する群集も自然度10である。ハンノキ群集、ヨシクラス植生は、日本では大きく減少した湿

原の代表的な植生であり、谷地坊主と合わせて保全されるべきである。一部に海岸性の植生

が残されており、自然海岸が大きく減少した現在では希少な植生である。 

 本事業は、このような自然環境として重要な生態系を大規模に改変するものであり、この

地域で長年保たれてきた動植物相にもたらす影響が極めて高い。 

 
2. 自然度の高い植生への復元の困難性 

 生態系復元実験が、世界各地の湿原生態系において行われているが、景観・生態系の構造

を含めた復元に成功した事例は稀であり(Craft 2022)、復元よりも保全を優先すべきである。 

 計画区域は大半が防霧保安林に指定されており、ウライニカル川周辺には多数の谷地坊



主が発達している。無許可の地表改変行為は当然ながら禁止されており、当該地において事

業者が行った大規模な水路掘削は、明らかに違法行為である (毎日新聞道内版 2023年12月

21日, 釧路新聞2023年12月28日)。 

 谷地坊主は、群集多様性を高める重要な機能を有していることが知られているが(Koyama 

& Tsuyuzaki 2012)、未だに、その成因は不明である。湿原自体も汽水域を含み、水位変動に

より形成された独特な成因をもつ生態系である。釧路湿原では、谷地坊主の成長は1年に1 

cm未満と測定されている(田中 1975)。一度、改変を受ければ、復元には数十年以上の長期

を要することは疑いない。報道写真を見ると、谷地坊主が分布する湿原植生が大規模に破壊

されており、北海道の環境影響評価審議会においても谷地坊主の上に掘削土が堆積されて

いることが報告されている。事業者は、掘削した部分の復元を行うとしているが、谷地坊主

が速やかに復元する可能性は極めて低い。同様に、自然度の高い植生が発達するまでの歳月

と構造・機能を考えると、これらの植生の復元自体も実質的には困難である。 

 
3. 希少種への影響は回避・低減できない 

 植物については、配慮書の重要な植物種一覧を見ても明らかなように、多くの水生植物や

湿原性の種が記録されている。これらの種について、入念な調査が必要である。 

 鳥類については、絶滅の恐れがある希少種の重要な生息地である。事業地に含まれる湿原

は、特別天然記念物および国内希少野生動植物種に指定されているタンチョウの営巣地で

ある(正富ら 1994, 環境省 オンライン)。冬季間には天然記念物および国内希少野生動植物

種に指定されているオオワシとオジロワシが事業地付近の山林をねぐら利用しており、オ

ジロワシは周辺で繁殖している可能性がある(鳥類繁殖分布調査会 2021)ほか、チュウヒ(国

内希少野生動植物種、環境省レッドリスト絶滅危惧IB類)やオオジシギ(環境省レッドリスト

準絶滅危惧)といった希少種の生息情報もある(環境省2004)。さらに、ガンカモ類等の水鳥類

の飛来地として、北海道の「すぐれた自然地域」に選定されており、道東地方の渡り鳥の重

要な寄留地の一つとなっている（北海道 オンライン）。当事業計画は、これらの希少鳥類

の生息地を大規模に直接改変するものであり、その生息への影響を十分に回避・低減するこ

とは極めて困難であると言わざるを得ない。 

 計画では、融雪剤、除草剤の使用は未定とされ、「利用する場合は農用地に利用する除草

剤の種類や使用量を参考に、周辺への影響を可能な限り低減した散布等を行なう」とされて

いるが、具体的な内容は何も示されていない。工事期間中の試用なのか、工事完了後の定期

的な使用なのかについても明記されていない。上流域での融雪剤・除草剤の散布は、下流の

水質に影響し、水生生物への水質変化による直接的影響や食物連鎖を介した生物濃縮によ

る間接的な影響が懸念される(石原 2008, Corsi et al. 2010)。農地での使用基準は、自然生態

系での使用基準の目安とはならず、配慮が全くなされていないのと同等である。 

 

 



 
本事業計画の問題点 

 本事業の配慮書には、以下の通り重大な問題点があり、建設中止を含めた再考が必要であ

る。 

 
1. 馬主来沼および周辺への影響 

 第一の問題点は、太陽電池発電所建設の施工および操業に伴い、計画区域および周辺の生

態系・景観への影響は避けられないことにある。 

 太陽光パネル設置による、地温やアルベドの変化が、植生変化を介して様々な生物・生態

系に影響することが、近年、明らかとなりつつある(Graham et al. 2021, Lambert et al. 2022, Xu 

et al. 2024)。湿原では、その場での環境変化ばかりでなく、上流で開発が行われれば、そこ

から流入する水の物理的・化学的特性は改変され、現植生への影響を回避することはできな

い。本計画案の中にある配置では、いずれも、これらの環境影響を低減することはできない。

パネル設置に用いた杭等の施工が、地下水流動を変化させることもある。 

 
2. 環境影響への科学的根拠に基づいた対策の欠如 

 第二の問題点は、配慮書では区域における太陽電池発電所建設とその関連工事が野生生

物に影響を及ぼすことが予測されるにも関わらず、その対策と効果についての科学的根拠

にもとづいた記述が欠如している。配慮書段階ではあるが、重要な種、希少種、生態系への

影響は明白であり、これらに対する具体的な対策の検討・提案がなければ議論できない。 

 
3. 希少種等の文献調査および専門家へのヒアリングの不足 

 第三の問題点は、2024年1月22日開催の北海道環境影響評価審議会においても専門家への

ヒアリングの不足が指摘されていたが、明らかに文献調査および専門家へのヒアリングが

不足している。そのため、区域内外に生息する希少・絶滅危惧動植物、外来生物に関する文

献調査および専門家へのヒアリング等が不十分か、あるいは、文献調査・ヒアリングの内容

が動植物への太陽電池建設の影響の予測評価にまったく反映されていない。 

 植物・植生の専門家は、植生についてはほとんど回答していないため、谷地坊主を含めた

植生への対応については不明のままである。各分野において、少なくとも複数の専門家から

のヒアリングが必要である。文献についても、植生関連の研究の精査が欠落している。適切

な結論を得るには、短時間では困難であり、現段階から具体的な調査計画を提案・実施すべ

きである。同様に、配慮書には、動物・鳥類・植物・植生・景観等の調査内容についても、

文献やヒアリングの結果をどのように反映させるのかは示されていない。重要な種をはじ

めとした多くの動植物に対し、「重大な影響が実行可能な範囲内で出来る限り回避または低

減されていると評価」しているが、その具体的低減手法を検討することなしに、この結論を

導くことは不可能である。 



 
 豊かな生態系は、地域社会に様々な生態系サービス価値をもたらしており、太陽電池発電

所建設は、生態系への負荷が微小な地域で行われなければならない。本事業は、建設計画区

域ばかりでなく周囲の生態系への影響も極めて大きく、広域での累積的影響の評価も必要

である。加えて、再生可能エネルギーそのものは、現代社会において必須なエネルギーでは

あるが、その生産には地元の方々との相互理解の上で成立することが不可欠である。本事業

は、既に違法行為を行い、地域住民の大きな不信感を募らせている。事業者は、復旧を行い

不信感の払拭に勤めると言うが、谷地坊主に見られるように復旧は不可能である。 

 生息地の保護および予防原則の観点からも、生態系に重大な影響があると十分に予測さ

れ、かつ影響の回避または低減が不可能な地域であり、太陽電池発電所建設は避けるべきで

ある。今回の太陽電池発電事業においても、この自然の価値を科学的に評価し、適切な判断

が行われることを要望する。 

 
以上 
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